
《ご照会先》日本総研調査部　藤 井（fujii.hidehiko@jri.co.jp、03-3288-4615）

No.2009-029

2009年7月23日

依然不透明な米加州財政
～　個人所得税・売上税の早期回復は期待薄　～
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（１）７月２０日、米加州議会と同州知事は財政危機回避に向け、増税など歳入増加ではなく、１５０
　　億ドル規模の歳出カットで暫定合意の模様。しかし、先行きは依然不透明。

（２）まず今回の財政危機は税収減が主因。とりわけ、税収の大半を占める個人所得税と売上税が大幅
　　減（図表１）。全米でも個人破産や住宅競売、企業倒産が突出するなど、同州の経済悪化が色濃く
　　反映（注）。税収は昨秋以降、次第に減少幅が拡大（図表２）。
　　（注）詳しくは弊社リサーチ・アイ09-027号「深刻化する米国地方経済」参照。

（３）今後、税収減に歯止めが掛からない場合、さらなる歳出カットは不可避。ちなみに、仮に、税収
　　減勢が昨年７～１１月のペースに鈍化した場合でも本会計年度の税収減は３４億ドル、減勢が昨年
　　度同様の場合は１１２億ドル、昨年度１２～６月の場合には１４９億ドル規模（図表３）となり、
　　今回と同規模の歳出カット、あるいは歳入増が必要な事態に。

（４）加えて大幅な歳出カットには問題も。すでに幅広い分野で歳出カットを断行（図表４）。今回の
　　合意は教育費関連で百億ドル規模の歳出カットを骨子とする模様。しかし一段の大幅な歳出カット
　　は州民サービスの低下に直結するうえ、人件費、さらには人員削減に着手する必要。それだけに、
　　根強い反対が起きる可能性を否定出来ず。

（５）以上を要すれば、今回の合意は文字通り暫定合意の色彩が濃厚。今後、連邦政府からの支援策を
　　含め、どのような打開策が打ち出されるかが焦点。

(億ドル、％)
2004年 05年 06年 07年 08年(08/7～09/6)

前年比 シェア
個人所得税 425.2 499.4 523.6 548.6 437.0 ▲20.3 50.2
売上税 260.1 278.1 283.2 279.1 254.1 ▲8.9 29.2
法人税 124.3 104.6 107.5 101.4 122.1 20.4 14.0
保険税 22.2 22.4 21.8 21.9 20.7 ▲5.3 2.4
固定資産税 4.5 1.2 0.3 0.1 0.2 53.8 0.0

利子収入 1.7 3.8 5.7 4.9 2.3 ▲53.8 0.3
アルコール税 3.1 3.1 3.2 3.2 3.3 3.1 0.4
タバコ税 1.2 1.2 1.2 1.2 1.1 ▲8.6 0.1
自動車免許税 --- 1.9 --- 0.2
その他 16.9 22.6 18.1 47.5 27.7 ▲41.7 3.2

合計 859.3 936.3 964.7 1,007.8 870.4 ▲13.6 100.0

(出所) US California State Dept. of Finance

(注) 期間はすべて７月から翌年６月までの１年間。

(億ドル)
2006 07 08 09

～07年 ～08年 ～09年 前年差 ～10年 前年差
初等中等教育 397.6 422.3 355.0 ▲42.6 397.2 42.2
健康サービス 294.2 297.3 309.4 15.2 300.0 ▲9.4
高等教育 113.3 118.2 117.5 4.1 123.9 6.4
矯正・リハビリ 92.9 102.1 103.1 10.2 96.2 ▲6.9
司法立法 35.2 39.0 37.8 2.6 37.7 ▲0.1
産業交通住宅 30.2 15.0 14.7 ▲15.5 23.4 8.7
公共工事 21.1 19.7 20.3 ▲0.8 19.2 ▲1.1

歳入計 消費者サービス 6.1 6.0 5.7 ▲0.5 5.8 0.1
雇用政策 1.1 1.0 1.0 ▲0.1 1.0 0.0

前年差 環境保護 0.9 0.9 0.8 ▲0.1 0.8 ▲0.0
その他 23.9 11.8 ▲41.0 ▲65.0 ▲49.9 ▲8.8

(資料) US California State “Governor's Budget Summary”

(注) 前提条件の変化率は次の期間の前年比増減率。 合計 1016.6 1033.3 924.1 ▲92.4 955.2 31.1
ケース①：2008年７月～11月

ケース②：2008年７月～2009年6月 (資料) US California State Dept. of Finance “Governor's Budget Summary”

ケース③：2008年12月～2009年6月 (注) 今回の合意骨子は当初予算比初等・中等・高等教育で百億ドル規模の追加削減。
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（図表１）米国加州税収・その他収入の推移

（図表４）米国加州歳出の推移

（図表２）米国加州税収・その他収入の月次推移（前年差）

（図表３）米国加州2009会計年度税収・その他収入の試算
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